
議会費
2億2,482万円
（1.2％）

労働費
1億9,715万円
（1.0％）

商工費
6億86万円
（3.1％）

災害復旧費
2,526万円
（0.1％）

農林水産業費
12億85万円
（6.1％）

公債費
25億6,834万円
（13.1％）

公債費
25億6,834万円
（13.1％）

歳出総額
195億
4,605万円

総務費
37億7,219万円
（19.3％）

総務費
37億7,219万円
（19.3％）

民生費
45億8,644万円
（23.5％）

民生費
45億8,644万円
（23.5％）

衛生費
15億9,174万円
（8.1％）

衛生費
15億9,174万円
（8.1％）

土木費
19億5,460万円
（10.0％）

土木費
19億5,460万円
（10.0％）

消防費
7億9,951万円
（4,1％）

消防費
7億9,951万円
（4,1％）

教育費
20億2,429万円
（10.4％）

教育費
20億2,429万円
（10.4％）

市税
29億3,957万円
（14.6％）

繰越金
7億6,723万円
（3.8％）

諸収入
6億289万円
（3.0％）

地方交付税
88億5,365万円
（44.1％）

市債
25億3,280万円
（12.6％）

県支出金
14億7,298万円

（7.3％）

その他の依存財源
6億6,148万円

（3.2％）

歳入総額
201億
187万円

自主財源
　　24.5％

依存財源　75.5％

市税
29億3,957万円
（14.6％）

その他の自主財源
6億599万円
（3.1％）

その他の自主財源
6億599万円
（3.1％）

地方交付税
88億5,365万円
（44.1％）

市債
25億3,280万円
（12.6％）

自主財源
　　24.5％

依存財源　75.5％

国庫支出金
16億6,528万円
（8.3％）

国庫支出金
16億6,528万円
（8.3％）

平
成
23
年
度 

市
の
決
算
状
況　

23
年
度
の
一
般
会
計
の
歳
入（
収
入
）は
、

２
０
１
億
１
８
７
万
円
で
し
た
。

　

一
番
多
く
の
割
合
を
占
め
て
い
る
の

は
、
地
方
交
付
税
の
８８
億
５
３
６
５
万
円

（
44
・
１
㌫
）で
す
が
、
前
年
度
よ
り
３
・

１
㌽
少
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。
続
い
て
２

番
目
に
多
い
の
が
、
市
税
の
29
億
３
９
５

７
万
円（
14
・
６
㌫
）、３
番
目
に
多
い
の

が
、
市
債
の
25
億
３
２
８
０
万
円（
12
・

６
㌫
）で
し
た
。

　
歳
入
の
う
ち
、
自
主
財
源
は
、
49
億
１

５
６
８
万
円（
24
・
５
㌫
）で
、
依
存
財
源

が
１
５
１
億
８
６
１
９
万
円（
75・
５
㌫
）

と
な
り
、
前
年
度
と
比
べ
て
自
主
財
源
が

０
・
４
㌽
少
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　
一
般
会
計
の
歳
出（
支
出
）は
１
９
５
億　

４
６
０
５
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
出
の
中
で
最
も
多
い
の
が
、
高
齢
者

や
児
童
、
障
が
い
者
の
福
祉
の
た
め
に
使

わ
れ
る
民
生
費
の
45
億
８
６
４
４
万
円

（
23
・
５
㌫
）
で
し
た
。
前
年
度
に
比
べ
、

約
４
億
７
千
万
円
増
と
な
っ
て
い
ま
す

が
、こ
れ
は
、東
日
本
大
震
災
に
伴
う「
が

ん
ば
ろ
う
岩
手
基
金
」
の
積
み
立
て
な
ど

の
災
害
救
助
に
充
て
る
費
用
や
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計（
事
業
勘
定
）へ
の
繰
り
出

し
が
増
え
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

続
い
て
多
い
の
が
、
総
務
費
の

37
億
７
２
９
万
円（
19
・
３
㌫
）、
次
い
で

公
債
費
の
25
億
６
８
３
４
万
円（
13
・
１

㌫
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
特
筆
さ
れ
る
の
は
、
教
育
費
が
前
年
度

と
比
較
し
て
約
５
億
３
千
万
円
増
え
、
20

億
２
４
２
９
万
円（
10
・
４
㌫
）と
な
っ
た

こ
と
で
す
。
こ
れ
は
、
松
尾
地
区
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
の
建
設
に
伴
っ
て
大
幅

に
増
加
し
た
も
の
で
す
。

　
グ
ラ
フ
に
記
載
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
財

政
の
弾
力
性
を
示
す
経
常
収
支
比
率
は
、

前
年
度
よ
り
０
・
９
㌽
増
え
、
８6
・
７
㌫

と
な
り
、
財
政
力
指
数
は
０
・
１
㌽
減
の

０
・
29
と
な
り
ま
し
た
。財
政
力
指
数
は
、

地
方
交
付
税
交
付
金
の
支
給
に
関
わ
っ
て

い
て
、
一
部
の
市
町
村
以
外
は
、
１
を
下

回
っ
て
い
ま
す
。

　
市
で
は
、
今
後
も
一
層
の
経
費
削
減
な

ど
に
努
め
、
効
率
的
で
無
駄
の
な
い
行
財

政
運
営
を
目
指
し
て
い
き
ま
す
。

　
詳
し
く
は
、
市
役
所
市
長
公
室
財
政
係

（
☎
・
内
線
１
２
１
７
）ま
で
。

　

財
政
の
健
全
度
を
示
す
指
標

❶
実
質
赤
字
比
率　
一
般
会
計
な
ど
税

金
が
主
な
収
入
源
の
会
計
収
支
が
、
標

準
財
政
規
模（
※
）に
占
め
る
赤
字
の
割

合
。
本
市
は
実
質
黒
字
な
の
で
、
該
当

は
あ
り
ま
せ
ん
。

❷
連
結
実
質
赤
字
比
率　
企
業
会
計
を

含
む
全
会
計
の
赤
字
額
が
、
標
準
財
政

規
模
に
占
め
る
割
合
。
本
市
は
実
質
赤

字
や
資
金
不
足
の
会
計
は
あ
り
ま
せ
ん
。

❸
実
質
公
債
費
比
率　
地
方
債
の
償
還

金
を
標
準
財
政
規
模
で
割
っ
た
も
の
。

本
市
は
前
年
度
よ
り
１
・
４
㌽
低
い

13
・
０
㌫
で
す
。

❹
将
来
負
担
比
率　
現
在
抱
え
て
い
る

負
債
の
大
き
さ
を
標
準
財
政
規
模
で

割
っ
た
も
の
。
本
市
は
、
前
年
度
よ
り

12
・
２
㌽
低
い
29
・
４
㌫
で
す
。

❺
資
金
不
足
比
率　
下
水
道
な
ど
公
営

企
業
の
資
金
不
足
を
事
業
の
規
模
と
比

較
し
た
も
の
。
本
市
は
該
当
な
し
。

※
標
準
財
政
規
模
と
は

　

市
が
、
標
準
的
な
状
態
で
通
常
収

入
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
経
常
的
一
般
財

源
の
規
模
を
示
す
も
の
で
す
。
標
準

税
収
入
な
ど
に
普
通
交
付
税
を
加
算

し
た
額
。
財
政
の
指
標
と
な
る
❶
か

ら
❺
ま
で
の
比
率
を
計
算
す
る
た
め

の
分
母
と
な
る
重
要
な
数
字
で
す
。

23
年
度
の
市
の
標
準
財
政
規
模
は
、

１
２
３
億
７
１
７
１
万
円
で
す
。

　
９
月
14
日
か
ら
28
日
ま
で
開
か
れ
た
市
議
会
第
３
回
定
例
会
で
、
平
成
23
年
度

の
一
般
会
計
な
ど
９
会
計
の
決
算
が
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
こ
こ
で
は
、
決
算
の

内
容
を
財
政
の
健
全
度
を
示
す
各
種
指
標
と
併
せ
て
紹
介
し
ま
す
。（
金
額
は
、

１
万
円
未
満
を
四
捨
五
入
し
て
い
ま
す
）

平成23年度特別会計・企業会計の決算状況
会　計　名 収　入　額 支　出　額

国民健康保険（事業勘定） 36億9,342万円 35億2,9８4万円
国民健康保険（診療施設勘定） 3億2,17８万円 2億9,632万円
後期高齢者医療 2億2,８63万円 2億2,719万円
公共下水道事業 6億6,127万円 6億3,８56万円
農業集落排水事業 10億８,133万円 10億7,091万円
浄化槽事業 4,54８万円 4,15８万円

水道事業 収益的収支 10億2,242万円 9億3,213万円
資本的収支 2億9,119万円 6億3,175万円

西根病院事業 収益的収支 14億　934万円 13億9,８06万円
資本的収支 5,907万円 7,004万円

歳入歳出

▶自主財源＝市が自主的
に収入できる財源
▶依存財源＝国や県から
交付される財源

歳入歳出
前
年
度
に
比
べ
自
主
財
源

比
率
が
０
・
４
㌽
の
減
少

災
害
支
援
や
施
設
建
設
に

伴
う
事
業
の
費
用
が
増
加
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